
（注）  氏名の後に就任後の連続回数を記載しております。
（令和7年7月1日現在）

小森　祐輝　①
東根　旭伸　①
上野　良輔　①
唐田　倫太郎①
金子　佑輝　①
馬場　耶真人①
梶原　庸広　①
林田　晃司　①
朝日　雅彦　②
森﨑　将斗　②
中村　圭志　②
藤井　寛　　②
野母　隆朗　①
越智　亮介　①
湊　憲一郎　①
野中　慎司　③
友成　裕敬　②
福田　健作　②
田中　靖夫　②
橋本　幸司　⑤
奥村　稔哉　②
中山　竜馬　⑧
本村　卓三　①
澤村　広和　②
佐々野　俊治①
伊藤　貴史　①
古谷　晃一　①

〔職域総代（27名）〕 〔店周総代（81名）〕

■  総代会の制度とは

■  総代の定数、任期、選出方法

■  総代氏名 総代数108名 ）同不順・略称敬（ 

森山　繁　　⑤
前川　亮　　⑨
喜多　昭夫　⑧
三好　保行　⑦
下道　正義　①
小西　良一　⑧
峰　利美　　⑥
村田　嘉幸　④
藤尾　淳　　②
大亀　厚志　②
松原　優二　①
三浦　雅　　④
小林　隆博　①

浜町支店

深堀支店

金谷　繁臣　⑨
髙山　英樹　④
鎌田　秀光　⑨
福田　正二　⑥
山﨑　成弘　⑥
園田　敏朗　⑥
若杉　伴哉　③
香田　正宣　⑥
三宅　晋　　①
木村　武蔵　③
山﨑　正晶　⑤

北支店
向　潮　　　⑧
中村　豪　　⑤
川内　光弘　②
荒木　光　　②
松尾　敬一　②
中島　仁　　⑦
渡部　恭三　④
奥山　直　　④
長谷崎　正弘⑧
古谷　東明　⑦
髙比良　末男④
米田　孝一　①
源城　和雄　④
森内　洋一　⑦
森田　久美　⑥
若杉　進　　④
堀　憲一　　④
西田　秀実　③
船越　兼也　③
入江　厚誠　③
江坂　昭　　①
山﨑　譲　　⑤
浦田　進一郎④
山田　貴詞　⑤
藤井　篤　　⑦
大石　直幸　⑤
三田　真寛　③
吉田　隼人　④

小松　剛　　①
岩本　匡　　⑤
小林　遼太郎③

東長崎支店
西川　邦男　④
村野　磯秋　④
坪田　忠　　③
冨永　信男　②
向井　繁満　②
宮﨑　道生　①
田中　康隆　②
相田　憲二　③
草野　政文　①

本店営業部
岩井　正壽　③
渕　義宏　　②
川原　繁樹　①
我那覇　義一⑥
宮田　諭司朗②
村上　竜太郎①

木鉢支店
井手　壽人　⑦
駒田　俊彦　⑦
黒田　義夫　⑥
梶原　富茂　⑥
小松　繁　　①
原　伸一　　③
渡辺　和男　①
青山　裕二　①
福岡　耕一郎①
朝長　聡　　②
鶴田　満徳　②
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総代会について

　信用組合とは、組合員の「相互扶助」の精神を基本理念に、組合員一人ひとりの意見を大切にする協同
組織金融機関です。したがって、組合員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じ
て当組合の経営に参加することになります。当組合では組合員数が多いので、組合員の意見などを適正
に反映するために、総会に代わる総代会制度を採用しております。
　総代会は、定款の変更、決算事項の承認、役員（理事・監事）の選任などの重要事項を決議する最高
意思決定機関です。組合員一人ひとりの意見が当組合の経営に反映されるように、組合員の中から総代
選挙規程に従い適正な手続きを経て選任された総代により運営されております。

1. 総代の定数
　　総代の総数は、100人以上160人以内とし、選挙区ごとに定数を定めております。
2. 総代の任期
　　総代の任期は、定期改選期の10月1日より2年間となっています。
3. 総代の選出方法
　　総代選挙規程に則り、各選挙区ごとに立候補した組合員の中から、公平に選挙を行い選出されます。
　　なお、立候補者の数が定数を超えない場合は、無投票当選となります。 
4. 総代の重任制限
　　連続して10期20年の重任制限を設けています。



第72期 通常総代会の模様

■ 第72期　通常総代会の決議事項

当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
（単位：千円）

区  分
理  事
監  事
合  計
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報告事項　　第72期（令和6年度）事業報告の件

決議事項

第1号議案　第72期（令和6年度）計算書類等（貸借対照表、

損益計算書及び剰余金処分案）承認の件

第2号議案　第73期（令和7年度）事業計画（案）並びに収支

予算（案）承認の件

第3号議案　第73期（令和7年度）最高借入限度額承認の件

第4号議案　組合員除名の件

総代会について

　令和7年6月19日に第72期 通常総代会を開催し、下記のとおり報告事項の報告を行うととも
に、決議事項については原案通り承認可決されました。

〈報酬体系について〉
１．対象役員

　当組合では、理事全員および監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対
価として支払う「基本報酬」および、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されてお
ります。

（１）報酬体系の概要
　【基本報酬】

　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を
決定しております。 
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当組合の理事会において決定しております。
　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

　【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会にて承認を得た後、当組合所定の内規に基づ
き支払っております。

（２）役員に対する報酬

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第４号「附属明細書」における役員に対する報酬です。
注２．支払人数は、理事９名、監事４名です（退任役員を含む）。
注３．使用人兼務理事１名の使用人分の報酬は、5,528千円です。
注４．役員退職慰労金は、240千円です。

（３）その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用
協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24
年３月29日付金融庁告示第23号）第３条第１項第３号及び第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員、当組合の主要な連結子法人等の役職員であって、対象
役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和６年度において、対象職員等に該当するものはいませんでした。
注１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
注２．「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
注３．「同等額」は、令和６年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注４．当組合員の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「職員賃金規則」及び「職員退職金規則」に基づき支払っております。 

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づ
けされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

37,664
9,278
46,942

70,000
16,000
86,000


